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６．公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

６－１. 計画の対象と団地別・住棟別状況の把握 

６-１-1．計画の対象 
長寿命化計画の対象は、伊達市が管理する公営住宅等 61 棟、820 戸とこれらの団地に付属

する駐車場や児童遊園等の共同施設とする。 

６-１-2．団地別・住棟別状況の把握 
団地別・住棟別の基礎的データは次ページ以降に示す通りである。 
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敷地面積 浴室 水洗 給湯 ＥＶ

（㎡） 1DK 2DK 3DK 1LDK 2LDK 3LDK 有無 有無 有無 有無

有珠団地 4,658 24 中耐3 耐火 H12 15 9 ○ ○ ○

長和団地 8,798 1 24 中耐3 耐火 H3 8 16 △ ○ △

2 18 中耐3 耐火 H4 6 12 △ ○ △

3 18 中耐3 耐火 H5 6 12 △ ○ △

駅前団地 2,009 1 40 中耐5 耐火 H24 14 18 8 ○ ○ ○ ○

2,638 2 42 中耐5 耐火 H26 11 19 12 ○ ○ ○ ○

にれの木団地 40,607 1 12 中耐3 耐火 H9 4 8 ○ ○ ○

2 12 中耐3 耐火 H9 4 8 ○ ○ ○

3 12 中耐3 耐火 H10 4 8 ○ ○ ○

4 18 中耐3 耐火 H10 6 12 ○ ○ ○

5 18 中耐3 耐火 H11 6 12 ○ ○ ○

6 12 中耐3 耐火 H13 9 3 ○ ○ ○

7 12 中耐3 耐火 H14 9 3 ○ ○ ○

8 12 中耐3 耐火 H14 9 3 ○ ○ ○

9 30 中耐5 耐火 H18 10 16 4 ○ ○ ○ ○

10 25 中耐5 耐火 H19 10 7 8 ○ ○ ○ ○

11 15 中耐5 耐火 H20 5 6 4 ○ ○ ○ ○

12 20 中耐5 耐火 H21 5 11 4 ○ ○ ○ ○

舟岡団地 18,017 4 18 中耐3 耐火 S61 18 △ ○ △ 外壁･屋根改修(H30)

5 17 中耐3 耐火 S63 5 12 △ ○ △ 外壁･屋根改修(H30)

6 12 中耐3 耐火 H1 4 8 △ ○ △ 外壁･屋根改修(H30)

黄金団地 4,715 12 低耐2 耐火 H19 3 3 6 ○ ○ ○

白樺団地 18,253 A 12 中耐3 耐火 H12 8 4 ○ ○ ○

B 18 中耐3 耐火 H13 10 8 ○ ○ ○

C 12 中耐3 耐火 H14 6 6 ○ ○ ○

ほのぼの団地 9,346 1・2 19 低耐平 耐火 H15 16 3 ○ ○ ○

本町東団地 2,883 56 8 簡2 簡二 S56 8 △ ○ △

57 8 簡2 簡二 S57 8 △ ○ △

本町南団地 12,521 A 12 低耐2 耐火 H17 10 2 ○ ○ ○

D 12 低耐2 耐火 H20 10 2 ○ ○ ○

見晴団地 4,246 56 4 簡2 簡二 S56 4 △ ○ △ 外壁･屋根改修(H24)

59 4 簡2 簡二 S59 4 △ ○ △ 外壁･屋根改修(H25)

61 4 簡2 簡二 S61 4 △ ○ △ 外壁･屋根改修(H26)

紅葉団地 4,248 58 12 簡2 簡二 S58 12 △ ○ △

59 8 簡2 簡二 S59 8 △ ○ △

優徳団地 3,366 61 4 簡2 簡二 S61 4 △ ○ △

62 4 簡2 簡二 S62 4 △ ○ △

5 4 簡2 簡二 H5 4 △ ○ △

2,255 1 14 低耐2 耐火 H25 12 2 ○ ○ ○

2,452 2 2 木造 木造 H26 2 ○ ○ ○

3 2 木造 木造 H26 2 ○ ○ ○

4 4 木造 木造 H26 4 ○ ○ ○

湯の街団地 6,792 4 簡2 簡二 S57 4 △ ○ △

白樺団地 18,253 C 6 中耐3 耐火 H14 4 2 ○ ○ ○

若葉団地 2,256 A・B 12 中耐3 耐火 H11 4 2 6 ○ ○ ○

本町南団地 12,521 B 8 低耐2 耐火 H16 6 2 ○ ○ ○

C 8 低耐2 耐火 H18 6 2 ○ ○ ○

旭町改良住宅 12,543 1 18 中耐3 耐火 S54 18 △ ○ △ 外壁･屋根改修(H25) 住戸改善

2 18 中耐3 耐火 S55 18 △ ○ △ 外壁･屋根改修(H26) 住戸改善

3 24 中耐3 耐火 S56 24 △ ○ △ 外壁･屋根改修(H27) 住戸改善

4 18 中耐3 耐火 S57 18 △ ○ △ 外壁･屋根、内部改修(H28) 住戸改善

末永改良住宅 13,531 1 12 中耐3 耐火 S55 12 △ ○ △ 外壁･屋根改修(H21) 住戸改善

2 12 中耐3 耐火 S54 12 △ ○ △ 外壁･屋根改修(H21) 住戸改善

3 18 中耐3 耐火 S54 18 △ ○ △ 外壁･屋根改修(H22) 住戸改善

4 18 中耐3 耐火 S53 18 △ ○ △ 外壁･屋根改修(H23) 住戸改善

5 12 中耐3 耐火 S56 12 △ ○ △ 外壁･屋根改修(H24) 住戸改善

舟岡改良住宅 18,017 1 12 中耐3 耐火 S58 12 △ ○ △ 外壁･屋根改修(H25)

2 18 中耐3 耐火 S59 18 △ ○ △ 外壁･屋根改修(H26)

3 12 中耐3 耐火 S60 12 △ ○ △ 外壁･屋根改修(H27)

改良住宅

特定公共賃

貸住宅

公営住宅

修繕履歴 改善履歴団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度
住戸型式（戸数）【分類】

構造

表６－１ 団地別・住棟別基礎データ 
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６－２. 団地別・住棟別の事業手法の選定 

６-２-1．耐用年限の考え方 
公営住宅等の耐用年限は公営住宅法により構造別により定められており、耐用年限の 1/2

を経過した場合、建替、用途廃止を行うことができる。 

伊達市の公営住宅等の構造は３種類あり、耐用年限は以下の通りである。 

 表 ６－２ 耐用年限 

構造 公営住宅法による耐用年限 

耐火構造 70 年 

簡易耐火構造二階建て 45 年 

木造 30 年 

６-２-2．事業手法の種類 
公営住宅等ストックの事業手法には、「現地建替・移転建替」「全面的改善」「個別改

善」「維持管理」「用途廃止」がある。 

これらの事業手法については、団地別住棟別に選定する。 

６-２-3．事業手法の選定フロー 
公営住宅等ストックの事業手法の選定は、｢公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）」

（2016（平成 28）年８月）の事業手法の選定フローにしたがい、①公営住宅等の需要の見

通しに基づく将来のストック量の推計と、②１次判定、③２次判定、④３次判定によって実

施する。 

このうち、②１次判定は、団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性に基づく団地・

住棟の事業手法の仮設定を行う。具体的には、②－１団地敷地の現在の立地環境等の社会情

勢を踏まえた管理方針、②－２住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性の２つ

の視点から事業手法を仮設定する。合わせて、改善の必要性の判断のために、改善工事の実

施状況を把握する。 

③２次判定は、１次判定において事業手法・管理方針の判断を留保した団地・住棟の事

業手法の仮設定を行います。具体的には、③－１ライフサイクルコストの比較や当面の建替

事業量の試算を踏まえた事業手法の仮設定、③－２将来のストック量を踏まえた事業手法の

仮設定の２つの視点から事業手法を仮設定する。 

３次判定は、④－１集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定と、

④－２事業費の試算及び事業実施時期の調整検討から、④－３長期的な管理の見通しを作成

し、④－４計画期間における事業手法の決定を行う。 

事業手法の選定フローは次ページに示す通りである。 
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図６－１ ストック活用手法の選定フロー  
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６－３. 選定フローに基づく検討結果 

６-３-1．公営住宅等の需要の見通しに基づく将来のストック量の推計 
① 所有関係別世帯数 

一般世帯数の推計結果を受けて、過去の国勢調査の住宅所有関係別世帯の割合をもとに、

将来の所有関係別世帯数を推計する。 

なお、推計にあたっては、公営の借家に居住する世帯の割合が伊達地域と大滝区で大き

く異なるため、それぞれに分けて推計を行った。 

表 ６－３ 所有関係別世帯数の推計（伊達市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ６－４ 所有関係別世帯数の推計（伊達地域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ６－５ 所有関係別世帯数の推計（大滝区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：世帯 

単位：世帯 

単位：世帯 

1995

(H7)

2000

(H12)

2005

(H17)

2010

(H22)

2015

(H27)

2020

(R2)

2025

(R7)

2029

(R11)

2030

(R12)

2035

(R17)

2040

(R22)

2045

(R27)

一般世帯数 13,195 14,410 14,908 15,227 14,953 14,754 14,301 13,846 13,732 13,025 12,171 11,386

12,836 13,858 14,584 14,720 14,628 14,370 13,935 13,495 13,385 12,701 11,872 11,109

97.3% 96.2% 97.8% 96.7% 97.8% 97.4% 97.4% 97.5% 97.5% 97.5% 97.5% 97.6%

8,562 9,119 9,569 9,621 9,730 9,439 9,145 8,850 8,777 8,323 7,775 7,271

66.7% 65.8% 65.6% 65.4% 66.5% 65.7% 65.6% 65.6% 65.6% 65.5% 65.5% 65.5%

960 1,113 984 984 939 910 857 812 801 740 674 616

7.5% 8.0% 6.7% 6.7% 6.4% 6.3% 6.1% 6.0% 6.0% 5.8% 5.7% 5.5%

2,626 3,042 3,511 3,679 3,557 3,678 3,636 3,570 3,552 3,421 3,240 3,069

20.4% 21.9% 24.0% 24.9% 24.3% 25.6% 26.1% 26.5% 26.5% 26.9% 27.3% 27.6%

688 584 520 436 402 343 297 263 255 217 183 153

5.4% 4.2% 3.6% 3.0% 2.7% 2.4% 2.1% 1.9% 1.9% 1.7% 1.5% 1.4%

主
世

帯

推計値国勢調査

借

家

公的借家

民営借家

給与住宅

持ち家

年

1995

(H7)

2000

(H12)

2005

(H17)

2010

(H22)

2015

(H27)

2020

(R2)

2025

(R7)

2029

(R11)

2030

(R12)

2035

(R17)

2040

(R22)

2045

(R27)

一般世帯数 12,614 13,811 14,281 14,702 14,460 14,254 13,793 13,355 13,246 12,577 11,742 10,971

12,299 13,322 14,040 14,256 14,205 13,944 13,506 13,083 12,977 12,328 11,517 10,767

97.5% 96.5% 98.3% 97.0% 98.2% 97.8% 97.9% 98.0% 98.0% 98.0% 98.1% 98.1%

8,314 8,866 9,322 9,391 9,517 9,222 8,922 8,632 8,560 8,121 7,579 7,079

67.6% 66.6% 66.4% 65.9% 67.0% 66.1% 66.1% 66.0% 66.0% 65.9% 65.8% 65.7%

727 879 740 785 776 737 688 653 645 599 545 495

5.9% 6.6% 5.3% 5.5% 5.5% 5.3% 5.1% 5.0% 5.0% 4.9% 4.7% 4.6%

2,619 3,034 3,492 3,661 3,541 3,662 3,620 3,554 3,536 3,407 3,226 3,056

21.3% 22.8% 24.9% 25.7% 24.9% 26.3% 26.8% 27.2% 27.2% 27.6% 28.0% 28.4%

639 543 486 419 371 322 277 245 237 202 169 140

5.2% 4.1% 3.5% 2.9% 2.6% 2.3% 2.1% 1.9% 1.8% 1.6% 1.5% 1.3%

国勢調査 推計値

年

主
世

帯

持ち家

借

家

公的借家

民営借家

給与住宅

1995

(H7)

2000

(H12)

2005

(H17)

2010

(H22)

2015

(H27)

2020

(R2)

2025

(R7)

2029

(R11)

2030

(R12)

2035

(R17)

2040

(R22)

2045

(R27)

一般世帯数 581 599 627 525 493 500 508 490 486 448 429 415

537 536 544 464 423 427 431 414 410 376 358 345

92.4% 89.5% 86.8% 88.4% 85.8% 85.4% 84.8% 84.4% 84.4% 83.9% 83.4% 83.1%

248 253 247 230 213 218 224 219 218 204 198 194

46.2% 47.2% 45.4% 49.6% 50.4% 51.0% 52.0% 52.9% 53.1% 54.2% 55.2% 56.3%

233 234 244 199 163 173 169 159 156 141 129 121

43.4% 43.7% 44.9% 42.9% 38.5% 40.4% 39.2% 38.4% 38.1% 37.5% 36.1% 35.0%

7 8 19 18 16 16 16 16 16 14 14 13

1.3% 1.5% 3.5% 3.9% 3.8% 3.7% 3.7% 3.9% 3.9% 3.7% 3.9% 3.8%

49 41 34 17 31 21 20 18 18 15 14 13

9.1% 7.6% 6.3% 3.7% 7.3% 4.9% 4.6% 4.3% 4.3% 3.9% 3.8% 3.6%

国勢調査 推計値

年

持ち家

借

家

公的借家

民営借家

給与住宅

主

世

帯
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② 所有関係別世帯数の推計方法 

主世帯数、持ち家世帯数、民営借家世帯数、給与住宅世帯数については、「関数式のあ

てはめ」により推計を行った。Ｘを西暦、Ｙを主世帯率、持ち家世帯比率、民営借家世帯比

率、給与住宅世帯比率とし、1995（平成７）年～2015（平成 27）年までの国勢調査の値を

４種類の関数（直線式、対数式、累乗式、指数式）にあてはめることにより、2020（令和２）

年～2045（令和 27）年までの将来の数値を推計した。次に、推計値の妥当性や決定関数を

もとに、どの関数による推計値を採用するかを判断した。公的借家比率については、算出し

た主世帯数から、持ち家世帯数、民営借家世帯数、給与住宅世帯数を差し引いて算出した。 

i ）伊達市の推計方法 

【主世帯率】 

決定係数は直線式が最も高いが、主世帯率は増減を繰り返しており、将来的には主世帯

率は鈍化するとして、対数式及び累乗式のうち決定係数の高い対数式を採用した。 

 

 

 

 

 

 

【持ち家世帯の比率】 

決定係数の最も高い対数式による推計値を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

【民間借家世帯の比率】 

決定係数の最も高い累乗式による推計値を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

【給与住宅世帯の比率】 

決定係数の最も高い対数式による推計値を採用した。 

 

 

 

 

式 係数a 定数項b
2020

(R2)

2025

(R7)

2029

(R11)

2030

(R12)

2035

(R17)

2040

(R22)

2045

(R27)

Ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11

直線式 y=ax+b 0.002 0.967 0.1199 0.976 0.978 0.979 0.980 0.981 0.983 0.984
対数式 y=alogx+b 0.003 0.969 0.0634 0.974 0.974 0.975 0.975 0.975 0.975 0.976
累乗式 y=ax^b 0.969 0.003 0.0630 0.974 0.974 0.975 0.975 0.975 0.975 0.976
指数式 y=a exp(bx) 0.967 0.002 0.1195 0.976 0.978 0.979 0.980 0.981 0.983 0.984

推計値推計式
決定
係数

式 係数a 定数項b
2020

(R2)

2025

(R7)

2029

(R11)

2030

(R12)

2035

(R17)

2040

(R22)

2045

(R27)

Ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11

直線式 y=ax+b -0.001 0.662 0.0491 0.658 0.657 0.656 0.656 0.655 0.654 0.653
対数式 y=alogx+b -0.004 0.664 0.1715 0.657 0.656 0.656 0.656 0.655 0.655 0.655
累乗式 y=ax^b 0.664 -0.006 0.1713 0.657 0.656 0.656 0.656 0.655 0.655 0.655
指数式 y=a exp(bx) 0.662 -0.001 0.0491 0.658 0.657 0.656 0.656 0.655 0.654 0.653

推計値推計式
決定
係数

式 係数a 定数項b
2020
(R2)

2025
(R7)

2029
(R11)

2030
(R12)

2035
(R17)

2040
(R22)

2045
(R27)

Ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11

直線式 y=ax+b 0.011 0.199 0.8203 0.263 0.274 0.283 0.285 0.296 0.307 0.317
対数式 y=alogx+b 0.028 0.204 0.9146 0.255 0.259 0.262 0.263 0.266 0.269 0.272
累乗式 y=ax^b 0.204 0.126 0.9202 0.256 0.261 0.265 0.265 0.269 0.273 0.276
指数式 y=a exp(bx) 0.200 0.048 0.8194 0.266 0.279 0.290 0.293 0.307 0.322 0.338

推計値推計式
決定

係数

式 係数a 定数項b 2020
(R2)

2025
(R7)

2029
(R11)

2030
(R12)

2035
(R17)

2040
(R22)

2045
(R27)

Ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11
直線式 y=ax+b -0.006 0.057 0.9394 0.018 0.012 0.007 0.005 -0.001 -0.008 -0.014
対数式 y=alogx+b -0.017 0.054 0.9969 0.024 0.021 0.019 0.019 0.017 0.015 0.014
累乗式 y=ax^b 0.055 -0.423 0.9879 0.026 0.024 0.023 0.023 0.022 0.021 0.020
指数式 y=a exp(bx) 0.061 -0.169 0.9733 0.022 0.019 0.016 0.016 0.013 0.011 0.009

推計値推計式 決定
係数
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ii ）伊達地域の推計方法 

【主世帯率】 

決定係数は直線式が最も高いが、主世帯率は増減を繰り返しており、将来的には主世帯

率は鈍化するとして、対数式及び累乗式のうち決定係数の高い対数式を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

【持ち家世帯の比率】 

決定係数の最も高い対数式による推計値を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

【民間借家世帯の比率】 

決定係数の最も高い累乗式による推計値を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

【給与住宅世帯の比率】 

決定係数の最も高い対数式による推計値を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

式 係数a 定数項b
2020

(R2)

2025

(R7)

2029

(R11)

2030

(R12)

2035

(R17)

2040

(R22)

2045

(R27)

ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11

直線式 y=ax+b 0.0020 0.9690 0.1517 0.981 0.983 0.983 0.985 0.987 0.989 0.991
対数式 y=alogx+b 0.0040 0.9712 0.0982 0.978 0.979 0.979 0.979 0.980 0.980 0.981
累乗式 y=ax^b 0.9712 0.0040 0.0976 0.978 0.979 0.979 0.979 0.980 0.980 0.981
指数式 y=a exp(bx) 0.9690 0.0020 0.1513 0.981 0.983 0.983 0.985 0.987 0.989 0.991

推計値推計式
決定

係数

式 係数a 定数項b
2020
(R2)

2025
(R7)

2029
(R11)

2030
(R12)

2035
(R17)

2040
(R22)

2045
(R27)

ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11

直線式 y=ax+b -0.0019 0.6725 0.2090 0.661 0.659 0.659 0.657 0.656 0.654 0.652
対数式 y=alogx+b -0.0063 0.6729 0.3841 0.662 0.661 0.661 0.660 0.659 0.658 0.658
累乗式 y=ax^b 0.6729 -0.0095 0.3824 0.662 0.661 0.661 0.660 0.659 0.658 0.658
指数式 y=a exp(bx) 0.6725 -0.0028 0.2080 0.661 0.659 0.659 0.658 0.656 0.654 0.652

推計式 推計値
決定
係数

式 係数a 定数項b
2020

(R2)

2025

(R7)

2029

(R11)

2030

(R12)

2035

(R17)

2040

(R22)

2045

(R27)

ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11

直線式 y=ax+b 0.010 0.209 0.7824 0.270 0.280 0.288 0.290 0.300 0.310 0.320
対数式 y=alogx+b 0.027 0.213 0.8909 0.262 0.266 0.269 0.269 0.273 0.275 0.278
累乗式 y=ax^b 0.213 0.116 0.8976 0.263 0.267 0.271 0.272 0.275 0.279 0.282
指数式 y=a exp(bx) 0.209 0.044 0.7839 0.272 0.284 0.294 0.297 0.310 0.323 0.338

決定
係数

推計値推計式

式 係数a 定数項b
2020
(R2)

2025
(R7)

2029
(R11)

2030
(R12)

2035
(R17)

2040
(R22)

2045
(R27)

ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11

直線式 y=ax+b -0.006 0.055 0.9489 0.018 0.011 0.006 0.005 -0.001 -0.008 -0.014
対数式 y=alogx+b -0.016 0.052 0.9996 0.023 0.021 0.019 0.019 0.017 0.015 0.013
累乗式 y=ax^b 0.053 -0.425 0.9882 0.025 0.023 0.022 0.022 0.021 0.020 0.019
指数式 y=a exp(bx) 0.059 -0.170 0.9838 0.021 0.018 0.016 0.015 0.013 0.011 0.009

決定
係数

推計値推計式
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iii ）大滝区の推計方法 

【主世帯率】 

決定係数は直線式が最も高いが、主世帯率は増減を繰り返しており、将来的には主世帯

率は鈍化するとして、対数式及び累乗式のうち決定係数の高い対数式を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

【持ち家世帯の比率】 

決定係数の最も高い直線式による推計値を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

【民間借家世帯の比率】 

決定係数の最も高い式は累乗式であり、全ての推計式で民間借家世帯の比率が増加する

が、大滝区で今後、民間借家が増加することは考えにくいため、2015（平成 27）年の民間

借家世帯率のまま現状維持で推移するとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【給与住宅世帯の比率】 

決定係数の最も高い対数式による推計値を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

式 係数a 定数項b
2020

(R2)

2025

(R7)

2029

(R11)

2030

(R12)

2035

(R17)

2040

(R22)

2045

(R27)

ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11

直線式 y=ax+b -0.016 0.930 0.8680 0.835 0.819 0.806 0.803 0.787 0.771 0.755
対数式 y=alogx+b -0.038 0.922 0.8564 0.854 0.849 0.844 0.844 0.839 0.835 0.832
累乗式 y=ax^b 0.922 -0.042 0.8533 0.855 0.849 0.845 0.845 0.840 0.837 0.833
指数式 y=a exp(bx) 0.929 -0.016 0.7730 0.844 0.830 0.820 0.817 0.804 0.791 0.778

推計式 推計値
決定

係数

式 係数a 定数項b
2020
(R2)

2025
(R7)

2029
(R11)

2030
(R12)

2035
(R17)

2040
(R22)

2045
(R27)

ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11

直線式 y=ax+b 0.011 0.445 0.6252 0.510 0.520 0.529 0.531 0.542 0.552 0.563
対数式 y=alogx+b 0.023 0.455 0.4852 0.497 0.501 0.503 0.504 0.507 0.509 0.511
累乗式 y=ax^b 0.455 0.049 0.4776 0.497 0.501 0.503 0.504 0.507 0.509 0.512
指数式 y=a exp(bx) 0.446 0.022 0.6157 0.510 0.521 0.531 0.533 0.545 0.557 0.570

推計値推計式
決定
係数

式 係数a 定数項b
2020
(R2)

2025
(R7)

2029
(R11)

2030
(R12)

2035
(R17)

2040
(R22)

2045
(R27)

ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11

直線式 y=ax+b 0.007 0.006 0.823 0.050 0.057 0.063 0.065 0.072 0.079 0.087
対数式 y=alogx+b 0.018 0.010 0.838 0.043 0.046 0.048 0.049 0.051 0.053 0.054
累乗式 y=ax^b 0.012 0.783 0.850 0.048 0.054 0.059 0.060 0.066 0.072 0.078
指数式 y=a exp(bx) 0.010 0.309 0.816 0.063 0.086 0.110 0.117 0.160 0.218 0.296
現状維持 0.038 0.038 0.038 0.038 0.038 0.038 0.038

推計値
決定

係数

推計式

-

式 係数a 定数項b
2020

(R2)

2025

(R7)

2029

(R11)

2030

(R12)

2035

(R17)

2040

(R22)

2045

(R27)

ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11

直線式 y=ax+b -0.008 0.091 0.3471 0.045 0.038 0.032 0.030 0.023 0.015 0.007
対数式 y=alogx+b -0.022 0.089 0.4658 0.050 0.046 0.044 0.044 0.041 0.039 0.037
累乗式 y=ax^b 0.090 -0.335 0.3726 0.049 0.047 0.044 0.045 0.043 0.042 0.040
指数式 y=a exp(bx) 0.093 -0.117 0.2838 0.046 0.041 0.037 0.036 0.032 0.029 0.025

推計値推計式
決定
係数
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③ 公営住宅等対象世帯数の推計・著しい困窮年収未満の世帯数 

将来の一般世帯数の推計を基に、「ストック推計プログラム」を活用して、公営住宅等

の施策対象（本来階層及び裁量階層）の世帯数を推計し、そのうち自力では最低居住面積水

準を達成することが著しく困難な年収である世帯数を推計する。 

公営住宅等は、住宅セーフティネットとしての役割を担う必要があることから、公営住

宅等の管理戸数は少なくとも「著しい困窮年収未満の世帯数」以上であることが求められる。 

一方、「公営住宅等施策対象世帯数」は、著しい困窮年収未満の世帯を除けば、民間賃

貸住宅の需要層とも重複するため、公営住宅等施策対象世帯の全てを公営住宅等で対応する

のでなく、民間賃貸住宅の供給状況を考慮して、管理戸数を設定する。 

表 ６－１ 公営住宅等の施策対象世帯数 

 

 

 

 

 

表 ６－２ 著しい困窮年収未満の世帯数 

 

 

 

 

 

 

  

単位：世帯 

単位：世帯 

2020
(R2)

2025
(R7)

2029
(R11)

2030
(R12)

2035
(R17)

2040
(R22)

2045
(R27)

伊達市 2,976 2,971 2,916 2,903 2,859 2,772 2,669
伊達地域 2,875 2,865 2,813 2,800 2,761 2,674 2,572
大滝区 101 106 103 103 98 98 97

年

2020
(R2)

2025
(R7)

2029
(R11)

2030
(R12)

2035
(R17)

2040
(R22)

2045
(R27)

伊達市 670 607 522 501 415 336 268
伊達地域 647 585 503 483 401 324 258
大滝区 23 22 19 18 14 12 10

年
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④ 公営住宅等の必要管理戸数の想定 

所有関係別世帯数の推計結果から公営住宅等の必要管理戸数を想定し、公営住宅等対象

世帯数と著しい困窮年収未満の世帯数の推計結果と比較して、結果の妥当性を検証する。 

公営住宅等の必要管理戸数は、公的借家に住む一般世帯数の推計値に、想定される空き

家数を加えて算出する。2029（令和11）年の公的借家に住む一般世帯数の推計値は伊達地域

653戸、大滝区159戸と推計される。空き家率（3.69％と想定注１)）から算出した空き家数を

加えると、公営住宅等の必要管理戸数は、伊達地域678戸、大滝区165戸となる。さらに、公

営住宅等以外の公的借家として、伊達地域に立地する道営住宅214戸、大滝区に立地する定

住促進住宅が48戸注２)を公営住宅等の必要管理戸数から差し引くと注３)、2029（令和11）年

の公営住宅等の必要管理戸数は、伊達地域で464戸、大滝区で117戸となる。 

伊達地域の公営住宅等の必要管理戸数は、著しい困窮年収未満の世帯数（504世帯）を上

回り、公営住宅等の施策対象世帯数（2,813世帯）以内に収まっているため適正と考えられ

る。 

大滝区の公営住宅等の必要管理戸数は、公営住宅等の施策対象世帯数（103世帯）を上回

っているが、大滝区は、民間事業者による住宅供給が少なく、公営住宅等が定住促進に果た

す役割が大きいため、この数値を必要管理戸数とする。 

必要管理戸数については、地域産業の支援等による人口増加政策等の動向も加味して、

ある程度余裕を持たせた数を確保することが求められる。また、構想期間の管理戸数は、地

区ごとの人口動態や社会経済動向を見極めながら、適宜想定を見直すものとする。 

表 ６－３ 公営住宅等の必要管理戸数の推計(伊達地域)  

 

 

 

 

 

 

表 ６－４ 公営住宅等の必要管理戸数の推計(大滝区) 

 

 

 

 

 

 

注２）2017（平成 29）年の空き家等実態調査・活用意向調査による値から設定している。 

注３）2016（平成 28）、2017（平成 29）年度に 32 戸建設されており、2020（令和２）年度に 16 戸建設さ

れる予定である。 

注４）道営住宅、定住促進住宅の管理戸数は将来的に一定で推移すると想定している。  

単位：世帯 

単位：世帯 

2020
(R2)

2025
(R7)

2029
(R11)

2030
(R12)

2035
(R17)

2040
(R22)

2045
(R27)

173 169 159 156 141 129 121

必要管理戸数 179 176 165 162 147 134 125

公営住宅等 131 128 117 114 99 86 77

定住促進住宅 48 48 48 48 48 48 48

年

公的借家に住む一般世帯数

2020
(R2)

2025
(R7)

2029
(R11)

2030
(R12)

2035
(R17)

2040
(R22)

2045
(R27)

737 688 653 645 599 545 495

必要管理戸数 765 714 678 670 622 566 514

公営住宅等 551 500 464 456 408 352 300

道営住宅 214 214 214 214 214 214 214

公的借家に住む一般世帯数

年
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 入居率が 90％以上の団地は、長和団地、駅前団地、にれの木団地、舟岡団地、黄金団

地、若葉団地となっている。 

 法規制や敷地形状から、いずれの団地も一定程度の土地の高度利用は可能と考えられ

る。 

６-３-2．１次判定 
1 次判定では、「団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針」と「住

棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性」の２つの視点から事業手法を仮設定す

る。 

① 団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針 

社会的特性に係る現在の評価に基づき、団地の将来的な管理方針を判定する。 

現在の団地の「需要」「効率性」「立地」を評価し、全ての評価項目が活用に適する場

合は将来にわたり「継続管理する団地」と仮設定し、いずれかの評価項目が活用に適さない

場合は「継続管理について判断を留保する団地」と仮設定することを原則とするが、活用に

適する評価要素と活用に適さない評価要素が混在することも考えられるため、総合的に勘案

して団地の将来的な管理方針を判定する。 

ⅰ）需要 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）効率性 

ⅲ）立地 

【利便性】 

 

 

 

【地域バランス】 

 

 

 

 敷地の高度利用の可能性等を検討し、建替事業の効率性を評価する。 

 団地に係る法規則(指定容積率、建ぺい率等)、団地の敷地規模及び形状等により高度

利用の可能性等がある場合は、団地を継続管理することに適するものと評価する。 

 入居率の状況により需要を評価する。 

 入居率が 90％以上の団地は、団地を継続管理することに適するものと評価する。 

 公共施設や生活利便施設・教育施設等が近接しているなど、利便性が高い場合は、団

地を継続管理することに適するものとする。 

 市街化区域に立地する団地は一定の利便性が確保されていると考えられるが、市街化

調整区域に位置する黄金団地や、大滝区に位置する団地は、生活利便施設の集積が少

なく、利便性は相対的に低いと考えられる。 

 地域バランス確保の観点から、団地の継続管理の必要性について評価する。 

 伊達地域の市街地に立地する団地に加え、市街化調整区域に立地する黄金団地、大滝

区に立地する各団地についても、地域の産業や生活に結びついていることから、一定

程度の必要性があると判断する。 
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【災害危険区域の内外】 

 

 

 

 

ⅳ）判定結果 

以上より、長和団地、駅前団地、にれの木団地、舟岡団地は「継続管理する団地」とし、

その他の団地を「継続管理について判断を留保する団地」とする。 

 

②住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性 

住棟の現在の物理的特性を評価し、住棟の改善の必要性や可能性を判断する。 

住棟の改善の必要性・可能性として、「改善不要」「改善が必要」「優先的な対応が必要

(改善可能)」「優先的な対応が必要(改善不可能)」の４区分に分類する。 

まず、躯体の安全性および避難の安全性に関する評価を行い、優先的な対応の必要性につい

て判定する。躯体の安全性と避難の安全性が確保されていない場合、入居者の生命の安全等に

直ちにかかわることから、「優先的な対応が必要」と判定する。 

次に、「優先的な対応が必要」と判定した住棟について、改善が可能か不可能かを判定する。

安全性に問題がない場合は、居住性に係る評価を行い、改善の必要性の有無を判定する。 

 

ⅰ）躯体の安全性 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）避難の安全性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 団地が建築基準法第 39条の災害危険区域及びその他法令等に基づき災害の発生により

住民等の生命又は身体に危害が生ずるおそれがあると認められる区域内にある場合

は、公営住宅等として継続的に管理する上での適地としては扱わない。 

 土砂災害特別警戒区域に立地している団地は存在しない。 

 1981（昭和 56）年の建築基準法施行令（新耐震基準）に基づき設計・施工された住棟

については、耐震性を有するものとする。 

 新耐震基準に基づかない住棟で、既に耐震診断を行い耐震性が確認されたもの等につ

いては、耐震性を有するものとする。 

 どの住棟も基本的に避難の安全性が確保されていると判断する。 
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ⅲ）居住性 

 

ⅳ）長寿命化改善の必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 住戸面積については、どの住棟も基準を満たしている。 

 省エネルギー性については 1992（平成４）年以前、バリアフリー性については、1991

（平成３）年以前に整備された住棟が基準を満たさないと考えられるが、住戸内のバ

リアフリー改修工事は、入居者の仮移転が伴う工事となること、省エネルギー改修工

事は、壁、屋根、窓、換気を含めた全面的な改修工事となることなど、工事内容とコ

スト、入居者負担等を考慮し、既に耐用年限の 1/2 を経過しているか、または計画期

間中に耐用年限の 1/2 を経過し残りの管理期間が短い住棟に関しては、これらの改善

事業を実施しないと判断する。 

 住戸内の設備状況では、いずれの団地も浴室あり・給湯ありとなっている。 

 次の項目により、居住性の現状及び改善の必要性について評価する。 

評価項目 評価基準 

住戸面積 
「公営住宅等整備基準」第九条に示されている 25 平方メートル以上を

基準として居住性を満たすと評価する。 

省エネルギー性 

省エネルギー性能は「公営住宅整備基準の技術的助言」の温熱環境(省

エネ)による「原則として住宅性能評価等級４(2013（平成 25）年省エ

ネ基準相当)を満たすこと。ただし、これにより難い場合は等級３

(1992（平成４）年省エネ基準相当)を満たすこと」を参考に、平成４

年以降整備された建物について省エネルギー性を満たすものと評価す

る。 

バリアフリー性 

1991（平成３）年以降新設の公共賃貸住宅については、整備水準によ

り原則バリアフリー構造を標準仕様としたことから、1991（平成３）

年以降に整備された建物について、バリアフリー性を満たすものと評

価する。 

住戸内の設備状況 

浴室があり、水洗化がなされている住戸については、設備性能を満た

すものと評価する。なお、給湯設備については、浴室に風呂釜やボイ

ラー等が設置されていること、台所には個別の給湯機が取り付けられ

ていることなどから、ここでは改善の対象とはしないこととする。 

 

 市が設定した修繕周期に基づき、修繕する必要のある項目について、担当管理者等の

意見を踏まえ、耐久性の向上、躯体への影響の低減、維持管理の容易性等の向上が必

要と判断される住棟は長寿命化型改善候補と判断する。 

 長寿命化型改善の候補としては、長和団地（２、３）における外壁・屋根改修、ほの

ぼの団地（２）における屋根防水改修がある。 
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③１次判定結果のまとめ 

以上より、１次判定結果を整理すると下表のようになる。 

 表 ６－５ １次判定による事業手法の仮設定 

 改善不要 改善が必要 
優先的な対応が必要 
（改善可能） 

優先的な対応が必要 
（改善不可能） 

維持管理する
団地 

維持管理 改善、又は建替 
優先的な改善、 
又は優先的な建替 

優先的な建替 

 長和団地（１） 

 駅前団地 

 にれの木団地 

 舟岡団地 

 長和団地（２、３）   

維持管理につ
いて判断を留
保する団地 

維持管理、又は用途
廃止 

改善、建替、又は
用途廃止 

優先的な改善、優先的
な建替、又は優先的な

用途廃止 

優先的な建替、又は
優先的な用途廃止 

 有珠団地 

 黄金団地 

 旭町改良住宅 

 末永改良住宅 

 舟岡改良住宅 

 白樺団地（公営） 

 ほのぼの団地（１） 

 本町東団地 

 本町南団地（公営） 

 見晴団地 

 紅葉団地 

 優徳団地 

 湯の街団地 

 白樺団地（特公） 

 若葉団地 

 本町南団地（特公） 

 ほのぼの団地（２） 

 
  

 

  

Aグループ 

Bグループ 
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６-３-3．２次判定 
２次判定では、１次判定において事業手法・管理方針の判断(改善事業を実施するのか、

建替事業を実施するのか、将来にわたって継続管理するのか、建替を前提とせず当面管理す

るのか)を留保した団地・住棟を対象として、以下の２段階の検討から事業手法を仮設定す

る。 

① ライフサイクルコストの比較や当面の建替事業量の資産を踏まえた事業手法の仮設定 

１次判定において、Ａグループ(継続管理する団地のうち、改善か建替かの判断を留保す

る団地・住棟)と判定した団地・住棟について、改善事業を実施する場合と建替事業を実施

する場合のライフサイクルコストの比較や計画期間内での建替事業量試算により、事業手法

(改善的又は建替)を仮設定する。 

Ａグループに該当する団地・住棟としては、長和団地（２、３）があるが、この２棟は

耐用年限の 1/2を経過していないことから、改善と仮設定する。 

なお、想定される事業実施時期に耐用年限の 1/2 を経過する長和団地について、改善事

業を行った場合のライフサイクルコスト及びその縮減効果の算出例を、「８－２ ライフサ

イクルコストの縮減効果の算出例」に掲載しているが、これによると一定程度の縮減効果が

あることが分かっている。 
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② 将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定 

Ｂグループの団地・住棟を対象として、ストック推計を踏まえて将来的な活用の優先順

位を検討し、将来にわたって「継続管理する団地」とするのか、将来的には他団地との集約

等により用途廃止することを想定する「当面維持管理する団地（建替を前提としない）」と

するのかの判定を行うとともに、事業手法を仮設定する。 

現在の公営住宅等の管理戸数は、伊達地域 615 戸、大滝区 205 戸の合計 820 戸であるが、

本計画においては、2029（令和 11）年の管理戸数を伊達地域 464 戸、大滝区 117 戸の合計

581 戸程度と想定しており、今後の人口動向に応じてその削減が求められることから、計画

期間内に耐用年限を経過する団地・住棟や入居率が低い団地・住棟については、入居者の動

向をみながら順次用途廃止の検討を進める。 

以上の方針に基づき、２次判定において、団地・住棟の事業手法を仮設定すると、次の

ようになる。 

 

表 ６－６ ２次判定による事業手法の仮設定 

 改善不要 改善が必要 

維持管理する
団地 

維持管理 改善 建替 

 有珠団地 

 長和団地（１） 

 駅前団地 

 にれの木団地 

 舟岡団地 

 黄金団地 

 旭町改良住宅（３、４） 

 末永改良住宅（５） 

 舟岡改良住宅 

 白樺団地（公営） 

 ほのぼの団地（１） 

 本町南団地（公営） 

 優徳団地（耐火） 

 白樺団地（特公賃） 

 若葉団地 

 本町南団地（特公賃） 

 長和団地（２、３） 

 ほのぼの団地（２） 

 

維持管理につ
いて判断を留
保する団地 

当面維持管理 用途廃止の検討 改善し当面維持管理 用途廃止 

 旭町改良住宅（１、２） 

 末永改良住宅（１～４） 

 優徳団地（木造） 

 本町東団地 

 見晴団地 

 紅葉団地 

 優徳団地（簡二） 

 湯の街団地 
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６-３-4．３次判定 
３次判定においては、「集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判

定」と「事業費の試算及び事業実施時期の調整検討」から「長期的な管理の見通し」を作成

し、「計画期間における事業手法の決定」を行う。 

① 集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定 

１次・２次判定結果を踏まえ、集約や再編等の検討対象となり得る団地や、異なる事業

手法に判定された住棟が混在する団地等は、効率的な事業実施のため、必要に応じて建替や

改善等の事業手法を再判定する。 

合わせて、効率的な事業実施や地域ニーズへの対応等への観点から総合的な検討を行う。 

i ）団地単位での効率的活用に関する検討 

ii ）集約・再編等の可能性に関する検討 

iii ）地域ニーズへの対応等の総合的な検討 

 

② 事業量び事業実施時期の調整検討 

事業量の平準化に配慮しながら事業実施時期を調整する。 

計画期間（当初の 10 年間）においては、事業継続中の長和団地（外壁・屋根改修）とほ

のぼの団地（屋根防水改修）の長寿命化型改善のほか、入居者の動向をみながら耐用年限を

経過する団地・住棟や入居率の低い団地・住棟の用途廃止の検討を進める。 

その後の 20 年間は、人口動向や需要を勘案しながら、引き続き活用が考えられる団地・

住棟で、これまで修繕対応となっていたものを中心に屋根・外壁等の長寿命化型改善を実施

を進める一方で、将来ストック量を踏まえた用途廃止の実施についても検討を進める。 

 改善、建替と判定された住棟が混在する団地において、より効率的な事業実施が可能

となる場合は判定の見直しを検討する。また、事業実施時期の調整も行う。 

 ２次判定で改善、建替と判定された住棟が混在している団地はない。また、団地の一

部が用途廃止に仮設定されている団地については、団地内の他の住棟を受け皿として

移転・集約化を図る。 

 一定の地域において複数の団地が存在する場合等は、地域の実情を踏まえて集約・再

編等の可能性を検討する。 

 団地・住棟の用途廃止にあたっては、近隣に位置する団地・住棟を入居者の移転受皿

として活用する。 

 建替事業を行う場合は、地域ニーズに応じた医療・福祉施設や生活支援施設等の導

入、都市計画道路整備事業との連携、地域に不足する公園・広場の整備など、街づく

りの視点から検討する。 

 一定の地域に複数の団地が存在する場合や、他の事業主体が管理する公営住宅等が存

する場合は、敷地の交換等による効率的な事業実施や、地域におけるソーシャルミッ

クス等を検討する。 

 今回これらに該当する団地は存在しない。  
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③ 長期的な管理の見通しの作成 

事業実施時期の調整結果をもとに、全団地・住棟の供用期間、事業実施時期の見通しを

示した概ね 30 年程度の管理の見通しを次ページに示す。 

④ 計画期間における事業手法の決定 

2020（令和２）年度～2029（令和 11）年度における事業手法及び事業プログラムについ

て、次ページに示す。 

また、公営住宅等ストックの事業手法別戸数をまとめると次のようになる。 

表 ６－７ 公営住宅等ストックの事業手法別戸数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1～5年目 6～10年目 合　　計

 ・公営住宅等管理戸数 820戸 800戸 820戸

 ・新規整備事業予定戸数 0戸 0戸 0戸

 ・維持管理予定戸数 800戸 756戸 756戸

 うち計画修繕対応戸数 0戸 0戸 0戸

 うち改善事業予定戸数 45戸 0戸 45戸

 個別改善事業予定戸数 45戸 0戸 45戸

 全面的改善事業予定戸数 0戸 0戸 0戸

 うちその他戸数 755戸 756戸 711戸

 ・建替事業予定戸数 0戸 0戸 0戸

 ・用途廃止予定戸数 20戸 44戸 64戸

事業手法別
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表 ６－８ 計画期間における事業手法・事業プログラム 

 

 

 

 

 

 

 

2020
R2

2021
R3

2022
R4

2023
R5

2024
R6

2025
R7

2026
R8

2027
R9

2028
R10

2029
R11

計

有珠 H12 中耐3 1 24 修繕対応 24 24 外壁・屋根改修

H3 中耐3 1 24 修繕対応 24 修繕対応

H4～H5 中耐3 2 36 外壁・屋根改修 18 18 36 修繕対応

駅前 H24、H26 中耐5 2 82 修繕対応 82 82 外壁・屋根改修

H9～H14 中耐3 8 108 修繕対応 108 外壁・屋根改修

H18～H21 中耐5 4 90 修繕対応 90 外壁・屋根改修

舟岡 S61～H1 中耐3 3 47 修繕対応 47 47 内部改修

黄金 H19 耐2 1 12 修繕対応 12 12 外壁・屋根改修

22 423 423

S54～S55 中耐3 2 36 修繕対応 36 用途廃止検討

S56～S57 中耐3 2 42 修繕対応 42 修繕対応

S53～S55 中耐3 4 60 修繕対応 60 用途廃止検討

S56 中耐3 1 12 修繕対応 12 修繕対応

舟岡 S58～S60 中耐3 3 42 修繕対応 42 42 内部改修

12 192 192

34 615 615

白樺 H12～H14 中耐3 3 42 修繕対応 42 42 外壁・屋根改修

H15 耐平 1 10 修繕対応 10 修繕対応

H15 耐平 1 9 屋根防水改修 9 9 修繕対応

本町東 S56～S57 簡二 2 16 用途廃止検討 16 0 ―

本町南 H17、H20 耐二 2 24 修繕対応 24 24 外壁・屋根改修

見晴 S56～S61 簡二 3 12 用途廃止検討 12 0 ―

紅葉 S58～S59 簡二 3 20 用途廃止検討 20 0 ―

S61～H5 簡二 3 12 用途廃止検討 12 ―

H25 耐2 1 14 修繕対応 14 外壁・屋根改修

H26 木造 3 8 修繕対応 8 用途廃止検討

湯の街 S57 簡二 1 4 用途廃止検討 4 0 ―

23 171 107

白樺 H14 中耐3 1 6 修繕対応 6 6 外壁・屋根改修

若葉 H11 中耐3 2 12 修繕対応 12 12 外壁・屋根改修

本町南 H16～H18 耐2 2 16 修繕対応 16 16 外壁・屋根改修

5 34 34

28 205 141大滝区計

優徳 22

小計

特
公
賃

小計

伊達地域計

大
滝

公
営
住
宅

ほのぼの 19

小計

小計

改
良
住
宅

旭町 78

末永 72

伊
達

公
営
住
宅

長和 60

にれの木 198

計画期間の
事業手法案

計画期間における事業戸数（戸） 計画期間

後の管理
戸数

計画期間以降の構

想期間における事
業手法案

地
区

団地 建設年度 構造
棟数
（棟）

戸数
（戸）


